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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名：日本商工会議所 
取組３－ａ 容器包装リサイクル制度の申込み受付業務 

概要・目的 

 「容器包装リサイクル法」に基づき、（公財）日本容

器包装リサイクル協会からの委託により、容器・包装

（ガラスびん、ＰＥＴボトル、紙製容器包装、プラス

チック製容器包装）のリサイクル義務のある事業者か

らのリサイクルの委託申込の受付を行うとともに、全

国５１５箇所にある商工会議所を通じた全国ネットワ

ークの中で、「容器包装リサイクル制度」に関する普及

活動を実施。 

該当する愛知目標 目標４、目標８ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

商工会 

平成 28 年度実施内容等 

 全国５１５の商工会議所において、容器包装リサイ

クル制度における下記の業務を実施。 

① リサイクル義務を負う事業者からリサイクル委
託申込みの受付 

② リサイクル義務を負う事業者リストの管理・更新 
③ 地域の事業者向け説明会・相談会の開催（１９箇
所の商工会議所で実施、東京は３回開催）、商工

会議所担当者向け研修会の開催（９月・１０月に

東京・大阪・福岡で計３回開催） 

④ 各商工会議所のＨＰや広報媒体等で制度をＰＲ 
平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A ・公益財団法人日本容器包装リサイクル協会や

各地商工会議所と連携して上記取組を着実に

実施。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

同上 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

同上 
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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名：日本林業協会  
取組７－ａ 森林等地域資源を活用した山村振興対策 

概要・目的 
・森林をはじめとする豊富な地域資源を活用した循環

型社会を山村に構築するための調査研究会の開催。 

該当する愛知目標 目標５、目標７ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

 

平成 28 年度実施内容等 
・ 6 月、9月、12 月、3月の 4回開催 

・ 報告書の取りまとめ 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A  

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・ 報告書を印刷 

・ 関係機関等に配布 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 
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国連生物多様性の 10 年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名：全国森林組合連合会 

取組８－ａ 適正な森林整備を通じた生物多様性の保全 

概要・目的 

・森林は災害の防止、地球温暖化の防止、生物多様性

の保全等の公益的機能を有し、貨幣評価すると年間

約 70 兆円（日本学術会議（2001 年）。 

・植林、下刈、間伐等林業作業の 5～6割を森林組合が

実施（2010 年世界農林業センサス）。 

・平成 24 年 9 月に閣議決定された「生物多様性国家戦

略 2012-2020」に従い適正な間伐等森林整備を進める

ことで、生物多様性の保全等に努めている。 

該当する愛知目標 ・目標５、目標７、目標１２、目標１４、目標１５ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

 

平成 28 年度実施内容等 
・ 各地の計画に基づく植林、下刈、間伐等の森林整備

の実施 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A 各森林組合が各々の事業として実施している

内容が生物多様性にも資するところ（一概に評価

することは難しい）。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・上記の継続実施 

 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・上記の継続実施 

 

 

取組８－ｂ 森林施業プランナーの育成 

概要・目的 

・我が国の森林の所有形態は小規模・分散。森林組合

の職員等が専門的見地から複数の森林所有者に必要

な施業を提案し、一体的に施業を行うことが重要。

（提案型集約化施業） 

・「森林経営計画」（一体的な森林整備を行うために森

林所有者または経営者がたてる 5か年計画）には、
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公益的機能発揮のため森林の保護についても記載。 

・提案型集約化施業と森林経営計画の策定の中心とな

る技術者が「森林施業プランナー」であり、全森連

では平成 19 年度から森林施業プランナーの育成を実

施。 

該当する愛知目標 ・目標５、目標７、目標１４、目標１５ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

・森林施業プランナー協会 

・都道府県森林組合連合会 

・森林組合 

平成 28 年度実施内容等 ・森林施業プランナー育成に関する研修等を実施 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A ・林野庁補助事業により研修会等を開催。 

・242 名の森林施業プランナーを認定（森林施業

プランナー協会） 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・上記の継続実施 

 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・上記の継続実施 

 

 

取組８－ｃ 「SGEC 森林認証」コンサルティングの実施 

概要・目的 

・SGEC 森林認証は、モントリオールプロセスをベース

に、国際的に通用する基準と指標を取り入れながら、

人工林が多い日本の森林実態に合わせた認証制度で 

平成 28 年 6 月に国際認証 PEFC との相互承認。 

①森林管理認証 

持続可能な森林経営を行っている森林を認証する

システム。森林の所有者や管理者が取得することで、

森林管理のレベルを向上させ、豊かな自然環境と木材

生産を両立する健全な森林育成を保証するもの。７つ

の基準と３５の指標で生物多様性など森林の環境機

能の維持及び水土保全など森林の多面的機能の増進

を図る。 

②CoC 認証 
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認証森林から産出される認証林産物の加工・流通過

程を管理するシステム。 

・この普及及び取得にかかるコンサルティングを実施。 

該当する愛知目標 ・目標５、目標７、目標１２、目標１４、目標１５ 

ロードマップ「取組の方

向性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

・一般社団法人 緑の循環認証会議（SGEC 本部） 

・一般社団法人日本森林技術協会（審査機関） 

・認証取得希望者 

平成 28 年度実施内容等 ・認証取得希望者へのコンサルティング実施 

平成28年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A ４先の認証講習コンサルティング実施のほ

か、各地の制度説明会への出講等を実施。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・上記の継続実施 

 

平成30～32年度実施内容

等（予定） 

・上記の継続実施 

 

 

取組８－ｄ 森林病虫獣害防除事業の情報発信 

概要・目的 

・近年、シカによる植栽木や下層植生の食害、踏みつけ

による土砂崩壊、尾瀬沼等に見られる貴重な植物の消

失等の森林生態系の崩壊が大きな問題。 

・生物多様性の保全を図るためには森林病虫獣害の被害

状況等の把握、適正な防除や計画的な個体数管理が必

要。 

・全国森林病虫獣害防除協会を通じた活動（全国森林組

合連合会内に事務局） 

①森林生物被害防除を中心とした森林保護技術に関す

る様々な情報の発信・交換等の広報活動 

②雑誌『森林防疫』に掲載された優秀論文の表彰（森林

防疫賞），森林病害虫等防除活動に積極的に取り組み，

森林資源の保全に貢献した団体，個人の表彰（森林病

害虫等防除活動優良事例コンクール）などの表彰事業

を通した森林保護の普及・啓発 
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該当する愛知目標 ・目標５、目標７、目標１２、目標１４、目標１５ 

ロードマップ「取組の方

向性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

・全国森林病虫獣害防除協会 

 

平成 28 年度実施内容等 
・森林病虫獣害防除活動優良事例コンクールの実施 

・優良研究および優良事例の広報 

平成28年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A ・隔月刊「森林防疫」誌の発行（全国森林病虫

獣害防除協会） 

・森林防疫賞、森林病害虫等防除活動優良事例

コンクールの実施（全国森林病虫獣害防除協

会） 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・上記の継続実施 

・シカ害対策本の刊行（全国森林組合連合会） 

・「森林保護業務必携」の改訂（全国森林病虫獣害防除

協会） 

平成30～32年度実施内容

等（予定） 

・上記（シカ害本、業務必携以外）の継続実施 

 

 

取組８－ｅ 合法木材の推進 

概要・目的 

・森林の違法な伐採は、木材生産国における森林の減少

及び劣化や森林生態系の破壊を引き起こし、生物多様

性の保全や持続可能な森林経営の推進の障害となる。 

①我が国では、グリーン購入法により政府が調達する

木材・木材製品について、合法性・持続可能性が証

明されたものを調達することとなっており、森林組

合系統では林野庁ガイドラインに基づく業界団体

の認定により合法証明を行っている（全森連は合法

木材認定団体として４７会員を事業者認定）。 

②平成 28 年 5 月 13 日に「合法伐採木材等の流通及び

利用の促進に関する法律（合法木材利用促進法）」

が成立した。 

・新法は、合法伐採木材の利用促進を国や事業者の責務

とし、違法伐採木材を国内市場から排除することを目

指すものであり、新法に基づく制度変更等に対応して

いく。 

該当する愛知目標 ・目標４、目標５、目標７、目標１４、目標１５ 
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ロードマップ「取組の方

向性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

・都道府県森林組合連合会 

・森林組合 

平成 28 年度実施内容等 
・認定会員の指導等 

・合法伐採木材利用促進法への対応 

平成28年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A ・認定会員の指導等 

・合法伐採木材利用促進法への対応（運用の細

部が未確定のため対応途上） 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・認定会員の指導等 

・合法伐採木材利用促進法にかかる制度変更への対応 

平成30～32年度実施内容

等（予定） 

・認定会員の指導等 

・合法伐採木材利用促進法にかかる指導 
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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名：公益財団法人 山階鳥類研究所 

取組２４－ａ 
アホウドリの小笠原群島聟島列島における新繁殖地形

成事業 

概要・目的 

・かつての繁殖地であった小笠原群島聟島に繁殖地を

形成するため、鳥島から移送した雛を飼育し、帰還

した個体の繁殖を促す。 

該当する愛知目標 ・目標 12 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

環境省 

取組にあたって連携する

その他の団体 

東京都 

平成 28 年度実施内容等 
・聟島でのモニタリングと誘引を実施。 

・繁殖を開始した媒島・嫁島等の状況を把握。 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A 当初の予定通り実施し、28 年度は聟島で繁殖する

1番いのみが確認された。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・聟島でのモニタリングと誘引を継続する。 

・繁殖を開始した媒島・嫁島等での状況を把握する 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・聟島でのモニタリングと誘引を継続する。 

・聟島列島全域での状況を把握する 

指標 

定義 繁殖番い数 

2020 年の目標値 二桁の番い数 

最新値 1 番い(28 年度末) 
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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 
団体名：生物多様性自治体ネットワーク（NLGB）  

取組２５－ａ 生物多様性自治体ネットワークフォーラムの開催 

概要・目的 
・生物多様性の保全や持続可能な利用に関する取り組

みの情報共有と発信 

該当する愛知目標 
目標１、２、３、４、５、７、８、９、10、11、12、

13、14、15、18、19、20 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

  

取組にあたって連携する

その他の団体 

・NPO 等団体、事業者等 

平成 28 年度実施内容等 

平成 28 年 10 月 20 日開催 

（於岐阜清流文化プラザ（岐阜県岐阜市）） 

対象：NLGB 構成自治体職員、企業・NPO 関係者、県民

等（480 名参加） 

※NLGB 総会、UNDB-J 全国ミーティングとあわせて開催 

 

・トークセッション 

「清流の国ぎふにおける生物多様性の取組について 

 長良川流域の自然の恵みと伝統文化の継承～鵜飼・

和傘～」 

 出演： 

 岐阜県立森林文化アカデミー准教授 久津輪雅氏 

 小瀬鵜飼鵜匠 足立陽一郎氏 

 和傘職人 高橋美紀氏 

 

 なお、フォーラム後に、エクスカーションも実施。 

 対象：NLGB 構成自治体職員 

 見学先：アクアトトぎふ 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A NLGB 構成自治体職員をはじめ多くの方に参加い

ただき、生物多様性保全に関する取組を発信する

ことができた。 
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平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・生物多様性フォーラム（岐阜県）の開催 

 ※NLGB 幹事会と併せて開催 

・生物多様性自治体ネットワークフォーラム（神戸市）

の開催 

 ※NLGB 総会とあわせて開催（9月 15 日開催予定） 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・生物多様性フォーラム 

・生物多様性自治体ネットワークフォーラム 

指標 

定義 生物多様性自治体ネットワークフォーラムの開催 

2020 年の目

標値 

５回（５年累積） 

最新値 １回 

 

取組２５－ｂ 
5 月 22 日「国際生物多様性の日」の構成自治体による

一斉 PR 

概要・目的 

・生物多様性の浸透・主流化を一層推進するため、「国

際生物多様性の日」にあわせ、統一ロゴマーク等を

活用し、構成自治体による一斉 PR、web 等による情

報発信 

該当する愛知目標 
目標１、２、３、４、５、７、８、９、10、11、12、

13、14、15、18、19、20 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

  

取組にあたって連携する

その他の団体 

・NPO 等団体 

平成 28 年度実施内容等 

・「国際生物多様性の日」一斉 PR（web 等での発信 5月

19 日～）） 

 ※環境省及び UNDB-J と同時実施 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A 構成自治体等と連携することにより、効果的な

PR を行うことができた。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・「国際生物多様性の日」一斉 PR（web 等での発信 5月

10 日～）） 

 ※環境省及び UNDB-J と同時実施 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・「国際生物多様性の日」の構成自治体による一斉 PR 

 

指標 定義 「国際生物多様性の日」一斉 PR の実施 
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2020 年の目

標値 

５回（５年累積） 

最新値 １回 
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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名：外務省  
取組２６－ａ 外務省における生物多様性に関する対応 

概要・目的 
・生物多様性条約の締約国会議及びその準備会合等へ

の参画 

該当する愛知目標 ・全て 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

－ 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

・文部科学省，農林水産省，経済産業省，国土交通省，

環境省 

取組にあたって連携する

その他の団体 

－ 

平成 28 年度実施内容等 

・ 生物多様性条約の締約国会議（COP13）（12 月，カン

クン）及び同条約の議定書（カルタヘナ議定書，名

古屋議定書）の締約国会合（MOP）（12 月，カンクン），

並びにその準備会合である科学技術助言補助機関

会合（SBSTTA）（4月，モントリオール）及び条約実

施補助機関会合（SBI）（5月，モントリオール）へ

の参画 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A 上記会議には全て出席し，愛知目標達成に向け

た我が国の取組等を発信するとともに，愛知目標

を含む生物多様性に関する国際的な議論に貢献

した。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・ 生物多様性条約の締約国会議（COP14）（2018 年 11

月，シャルムエルシェイク）に向けた準備会合であ

る科学技術助言補助機関会合（SBSTTA）（本年 12 月，

モントリオール）及び条約第８条（ｊ）項及び関連

条項に関する第 10 回アドホック公開作業部会（本

年 12 月，モントリオール）への参画。 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・ 生物多様性条約の締約国会議（COP14,15）及びその

準備会合への参画 
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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名： 文部科学省    

取組２７－ａ 
「生物圏保存地域（ユネスコエコパーク）」に関する取

組」 

概要・目的 

ユネスコの「人間と生物圏（MAB）計画」の枠組に基づ

いて国際的に認定された地域で、生態系の保全と持続

可能な地域資源の利活用を目的とする。 

該当する愛知目標 ・目標１４ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

外務省、農林水産省、国土交通省、環境省 

取組にあたって連携する

その他の団体 

 

平成 28 年度実施内容等 
・ユネスコエコパークの新規候補地の登録や既存登録地

域の取組の支援、国内ネットワークの構築等を実施 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A ・日本のユネスコエコパーク登録地域や新規登録

を目指している地域のネットワークである日本

ユネスコエコパークネットワーク（JBRN）に、ユ

ネスコ関係の情報提供などを通じて、協力し、国

内ネットワークの構築を推進している。 

・平成 28 年度政府開発援助ユネスコ活動費補助

金で、既存登録地域である白山ユネスコエコパー

ク協議会によるアジア型研修プラットフォーム 

の創出を一部支援し、既存登録地域の取組の活性

化を推進している。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・平成２８年度と同一内容で実施予定 

 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・平成２８年度と同一内容で実施予定 

 

指標 

定義 
日本ユネスコエコパークネットワーク（JBRN）におけ

る①正会員数と②研究会員数 

2020 年の目

標値 

①９地域 

②４地域 

最新値 
①７地域 

②４地域 
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取組２７－ｂ 環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進 

概要・目的 

地球環境問題への対応が喫緊の課題となっている中、 

省エネルギー化や二酸化炭素排出量の削減、環境教育

にも寄与するエコスクールの整備を推進するため、以

下の事業を実施。 

○環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推

進に関するパイロット・モデル事業（平成９年度～）

農林水産省（内装の木質化）、国土交通省（建築物の

省 CO2 化、及び環境省（再エネ・省エネの導入）と

連携協力しつつ、環境教育の教材として活用できる

環境を考慮した学校施設の整備に対し国庫補助を行

う。 

該当する愛知目標 ・目標１ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

農林水産省、国土交通省、環境省 

取組にあたって連携する

その他の団体 

エコスクールの整備主体となる地方公共団体 

平成 28 年度実施内容等 
・ 平成 28 年度は、52 校をモデル校として認定。 

平成 9年度からの累積 1,663 校。 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A 平成 28 年度は、52 校をモデル校として認定する

など、着実に取組を進めている。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・エコスクールパイロット・モデル事業をエコスクー

ル・プラスとして改定し、農林水産省、国土交通省、

環境省と連携協力しつつ、環境教育の教材として活

用できる環境を考慮した学校施設の整備に対し国庫

補助を行い、エコスクールの整備を引き続き推進す

る。 

 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・ 平成 29 年度と同一内容で実施予定 

 

 

取組２７－ｃ 環境教育の実践普及 

概要・目的 

環境教育に関する優れた実践を促し、その成果の全国

への普及を図るため、 

・平成 7年より米国の提唱する環境のための地球規模
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の学習及び観測プログラムへ参加。  

・環境省との連携・協力により、教員等をはじめとす

る環境教育・学習の指導者に対する環境教育のリー

ダー研修を実施し、参加者の理解醸成に貢献。 

該当する愛知目標 ・目標１ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

－ 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

－ 

取組にあたって連携する

その他の団体 

－ 

平成 28 年度実施内容等 

・環境のための地球規模の学習及び観測プログラム

（GLOBE）に参加する学校の取組を支援し、環境教育

に関する優れた実践を促し、その成果の全国への普

及を図った。 

・教員等をはじめとする環境教育・学習の指導者に対

する環境教育のリーダー研修を環境省との連携協力

により実施する。 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

Ａ 環境のための地球規模の学習及び観測プログラ

ム（GLOBE）に参加する学校の取組を支援すると

ともに、環境教育・学習の指導者に対する環境教

育のリーダー研修を着実に実施した。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・環境のための地球規模の学習及び観測プログラム

（GLOBE）に参加する学校の取組を引き続き支援して

いく。 

・教員等をはじめとする環境教育・学習の指導者に対

する環境教育のリーダー研修を環境省との連携協力

により実施する。 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・環境のための地球規模の学習及び観測プログラム

（GLOBE）に参加する学校の取組を引き続き支援して

いく。 

・教員等をはじめとする環境教育・学習の指導者に対

する環境教育のリーダー研修を環境省との連携協力

により実施する。 

指標 

定義 
各学校における環境教育の充実（小中学校の総合的な

実習の時間における環境に関する学習の実施率） 

2020 年の目

標値 

90％ 

最新値 小学校：87％、中学校：43％ （H27） 
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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名：農林水産省 
取組２８－ａ 農林水産省生物多様性戦略の推進 

概要・目的 

・農林水産省生物多様性戦略及び生物多様性国家戦略

2012－2020 に基づき、生物多様性をより重視した農

林水産業の推進、及び農林水産業の生物多様性へ貢

献する取組の推進 

① 生物多様性を重視した農林水産業への理解推進 

② 田園地域・里地里山における保全 

③ 森林における保全 

④ 里海・海洋における保全 

⑤ 遺伝資源の保全と持続可能な利用の推進 

⑥ 生物多様性評価手法の開発と経済的連携の推進 
該当する愛知目標 ・愛知目標１,３,５,６,７,８,１１,１２,１４,１５ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

 

取組にあたって連携する

その他の団体 

 

平成 28 年度実施内容等 

・28 年度は、農林水産省の事業として①～⑥の取組を

実施 

・農林水産分野の生物多様性連携シンポジウムを開催 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

  

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・29 年度は、農林水産省の事業として①～⑥の取組を

実施 

・農山漁村と企業等多様な主体と経済連携推進のため

の手引き書の活用による連携の拡大 

・農林水産業における生物多様性の主流化を目的とし

たシンポジウム等を通じた普及 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

・農林水産省の事業として①～⑥の取組を実施 

・農山漁村と企業等多様な主体と経済連携推進のため

の手引き書の活用による連携の拡大 

・農林水産業における生物多様性の主流化を目的とし

たシンポジウム等を通じた普及 
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国連生物多様性の 10年日本委員会 
関係団体・関係省庁の取組 

団体名：環境省  
取組３１－ａ サンゴ礁生態系の保全の推進 

概要・目的 
・生物多様性が高い一方で脆弱性の高いサンゴ礁生態

系の保全と持続可能な利用の推進 

該当する愛知目標 ・目標 11 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

― 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

業務契約相手方によるため未定 

取組にあたって連携する

その他の団体 

業務契約相手方によるため未定 

平成 28 年度実施内容等 

○サンゴ礁生態系保全行動計画 2016－2020 の実施 

・フォローアップワークショップの開催、 

・与論島、石垣島、喜界島におけるモデル事業実施 

・講演会等での普及啓発 

○国際サンゴ礁イニシアチブ第 31 回総会に出席 

○地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク東アジ

ア会合の主催 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A 行動計画初年度として、着実に取り組みを実施。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

○サンゴ大規模白化緊急対策会議の開催 

○サンゴ礁生態系保全行動計画 2016－2020 の実施 

・フォローアップワークショップの開催、 

・与論島、石垣島、喜界島におけるモデル事業実施 

・講演会等での普及啓発 

○国際サンゴ礁イニシアチブ第 31 回総会に出席 

○地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク東アジ

ア会合の主催 

○国際サンゴ礁年 2018 による普及啓発 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

○サンゴ礁生態系保全行動計画 2016－2020 の実施 

・フォローアップワークショップの開催、 

・与論島、石垣島、喜界島におけるモデル事業実施 

・講演会等での普及啓発 

・中間評価の実施 
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○国際サンゴ礁イニシアチブ総会に出席 

○地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク東アジ

ア会合の主催 

○国際サンゴ礁年 2018 による普及啓発 

 

取組 ３１－ｂ  アジアの保護地域に係る国際的取組 

概要・目的 

・アジアにおける保護地域に係る連携のための枠組で

ある「アジア保護地域パートナーシップ」を構築し、

アジア各国の保護地域の管理水準の向上を目指す。 

該当する愛知目標 ・目標 11 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 
- 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 
- 

取組にあたって連携する

その他の団体 
- 

平成 28 年度実施内容等 

・保護地域の管理手法等に関する APAP 参加国間の情報

共有や保護地域の協働型管理に関する第２回 APAP ワ

ークショップの開催を実施。 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

A  ニュースレターの発行やホームページの拡充

による定期的な情報共有に加えて、第２回ワーク

ショップや WCC におけるサイドイベントの開催

等するなど、着実に取組を進めている。 

平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

・保護地域管理に関するワークショップを開催する他、

保護地域の管理手法等に関する情報交換を一層推進

する。 

平成 30～32 年度実施内容

等（予定） 

未定 

指標 

定義 APAP 参加国数 

2020 年の目

標値 

15 カ国 

最新値 12 カ国（H28 年度末） 
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取組３１－ｃ 国立公園等の保護管理の推進 

概要・目的 

①「国立・国定公園総点検事業」で選定された１８地

域において、新規指定及び大規模拡張を実施し、ま

た、それ以外の公園においても、自然的・社会的条

件の変化に対応するための公園計画の見直しを行

い、保護と利用の増進を図る。 

②国立・国定公園の海域の適正な管理を行うため、オ

ニヒトデ等の食害生物等の駆除や利用ルールの策定

等保全管理を図る。 

③シカなど国立公園内で生態系への悪影響を与える野

生生物については、生態系維持回復事業等により適

切な管理を推進する。 

該当する愛知目標 ①～③ 目標１１ 

ロードマップ「取組の方向

性」の項目番号 

- 

取組にあたって連携する

他の UNDB-J 構成団体 

②NPO 等民間団体 

取組にあたって連携する

その他の団体 

②NPO 等民間団体 

平成 28 年度実施内容等 

①西表石垣国立公園の拡張（西表島のほぼ全域）及び

やんばる国立公園、奄美群島国立公園の新規指定等

を行った。 

②オニヒトデの駆除、海岸漂着ゴミの清掃、サンゴや

ウミガメ等の保全対象のモニタリング調査等を実

施。 

③シカによる被害状況が著しい国立公園等において、

生息状況調査、管理体制の構築、効果的な捕獲手法

の検討等を実施。 

平成 28 年度の取組結果に

対する自己評価 

A：予定した取組を概ね実施できた 

C：予定した取組を実施できず 

①A 

 

 

②A 

 

 

③A 

新規公園指定２件を含む３件の大規模な国立公

園等の指定及び見直しを行うなど、着実に取組を

進めている。 

オニヒトデの駆除、海岸漂着ゴミの清掃、サン

ゴやウミガメ等の保全対象の調査モニタリング

調査等の取組を着実に進めている。 

専門家の意見等を踏まえ、既存事業を着実に実

施するとともに、対策事例の収集等を実施し、よ

り効率的な事業実施に向けた取組を進めている。 
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平成 29 年度実施内容等 

（予定） 

①下記公園における見直しを行う。 

・阿寒国立公園 

・富士箱根伊豆国立公園 

・三陸復興国立公園 

・耶馬日田英彦山国定公園 

②オニヒトデの駆除、海岸漂着ゴミの清掃、サンゴや

ウミガメ等の保全対象のモニタリング調査等を行

う。 

③シカによる被害状況が著しい国立公園等において、

生息状況調査、管理体制の構築、効果的な捕獲手法

の検討等を行う。 

平成 30～33 年度実施内容

等（予定） 

①～③ 未定 

指標 

定義 
①公園計画等変更の実施箇所数 

③生態系維持回復事業計画策定地域数 

2020 年の目

標値 

①18 国立及び国定公園の公園計画の見直し等 

（平成 22 年国立・国定公園総点検事業において目

標として挙げられた数値目標） 

③９地域 

最新値 
①10 カ所完了（H28 年度末） 

③９地域（H28 年度末） 
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